
　経由 　市区町村 　市区町村 　市区町村
　市区町村名 　受付年月日 　提出番号 　提出年月日

 同 時 提 出 諸 届

（ ） 　　職　　　業　　　又　　　は　　　勤　　　務　　　先　　　名　　

在　　　　宅

学校（園） 年

在　　　　宅

学校（園） 年

在　　　　宅

学校（園） 年

在　　　　宅

⑪
学校（園） 年

⑫

㋩ 1 人

0 人

円 円 円

（ 1 人 ) 円 （ 人 ) 円 （ 人 ) 円

（ 人 ) 円 （ 人 ) 円 （ 人 ) 円

公金受取口座利用開始。 円 円 円

⑱ 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※※
支給区分

１　全部支給

３　全部停止(受給者)

４　全部停止(扶養義務者)

前　　年
支給区分

扶 養 義 務 者 有 無

３．支給停止関係届
４．氏名変更届

５．住所変更届
６．再交付申請書・亡失届

７．金融機関変更届
８．その他（　　　　　）

　
令
和
7
年
度

証 書 記 号 ・ 番 号 ●●市  令和 7. 8. 22　 第

3 城特 第 2012**** 号 令和 6 年 無 １．資格喪失届
２．額改定請求書（届）全部支給

号  令和 7. 8. 25

①

あ

な

た

の

こ

と

に

つ

い

て

住
 
所

〒 980-0000 個人番号 自　宅
電　話

氏
 
名

受給者区分 生　　年　　月　　日 満年齢 勤 務 先 の 所 在 地

宮城
ミヤギ

　太郎
タロウ

日本人 　昭和 55 年　5　月　5　日 43 歳 仙台市＊＊区＊＊１丁目１－１

090-1111-1111
職 業 又 は 勤 務 先 名

1234 1234 1234宮城県石巻市＊＊１丁目１番地　＊＊アパート１１１号 （株）トクジ工業
支　払
金　融
機　関

七十七銀行
県庁支店
ﾐﾔｷﾞ ﾀﾛｳ
普通　1234567

TEL（　   022-211-0000  　）

等　　　級 障 害 種 別 名 再審査（有期） 　添　付　書　類
　・児童と同居していない－別居監護申立書
　・養育者－養育申立書

・本年１月１日現在、現市町村に居住してなかった者－所得証明書
・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

予定理由・年月児 童 （ 社 会 ） 福 祉 施 設 名 支給対象年月 手帳名・番号等

2
宮城
ミヤギ

　泉
イズミ

長女
平成25年9月20日
同居

3456
3456
3456

＊＊＊園

（通所）

20歳到達

平成27年9月 02-宮城県
0000140000-1

令和5年11月

1 宮城
ミヤギ

　青葉
アオバ

長男
平成21年6月12日
同居

2345
2345
2345

＊＊小学校

１　無 ２　有

あ な た と 、 あ な た の 配 偶 者 ・ 同 居 し て い る 扶 養 義 務 者 の 所 得 に つ い て

平成25年2月 01-宮城県
0000130000-1

令和11年6月 ⑦

令和　　6年分所得

④

受 給 資 格 者
⑤

配 偶 者
⑥

扶 養 義 務 者
２級 知的のみ

１級 肢体不自由

１　無 ２　有 2 １　無 ２　有 2⑧ 所 得 申 告 有 無 2 １　無

宮城　若子 宮城　むすび丸
続柄（　父　）

個人番号 2345　6789　1234 1234　5678　9012

0 人0 人

２　有

⑨ 生 活 保 護 受 給 1

③
②の欄の障害児について（２名以上の場合は併記してください） うち

㋑ 老 扶 ㋺ 特 扶
㋩16歳以上19歳未満の控除
対 象 扶 養 親 族 の 数

㋑ 1

扶養親族等の数 3 人

②

本

年

8

月

1

日

に

お

け

る

対

象

児

童

の

状

況

児童

番号

フ　　 リ　　 ガ　　 ナ 続　　　　　柄
生　年　月　日
同　　別　　居

個人番号
在 学 学 校 名 （ 通 所 ）

⑩
氏名

人

所持している手帳等に変更が 身 体 障 害 者 手 帳　　　・・・　　　第　　　　　　号　　　第　　　種　　　級 ⑬ ⑪以外で前年の１２月３１日
に お い て 受 給 者 に よ っ て
生 計 を 維 持 し て い た 児 童

0 人 ㋑ 0人 ㋺ 0 人 ㋑

00 0 0
⑭

所 得 額 3 5 6 4
（備考）

　　　扶養義務者　無→有　（R6.8.1に父が転入）

　　　扶養義務者　有→無

　　　扶養義務者　該当者の変更

　　　配偶者情報の変更

0 0

0

⑮
障 害 者 ( 特 別 障 害 を 除
く ) 控 除 額 ( 人 ) は 同
一 生 計 配 偶 者 及 び 扶 養
親 族 の 数 １ 2 7 0 0

7 5 6 0 0

00

0

⑯
特 別 障 害 者 控 除 額 ２
( 人 ) は 同 一 生 計 配
偶 者 及 び 扶 養 親 族 の 数

　

裏

面

の

注

意

を

よ

く

読

ん

で

記

入

し

て

く

だ

さ

い
。

印

字

さ

れ

て

い

る

も

の

に

誤

り

　

が

あ

る

場

合

は

余

白

に

訂

正

し

て

く

だ

さ

い
。

⑲

社 会 保 険 料 等 相 当 額

上記のとおり、相違なく届け出ます。

配 偶 者 特 別 控 除 額

⑰
寡婦・ひとり親・勤労学生控除

額

2 日
所 得 制 限 限 度 額

宮城　太郎
6

特

別

児

童

扶

養

手

当

所

得

状

況

届

障　害　児　の　氏　名

0

0
寡 ・ ひとり ・ 勤 学 勤　学 寡 ・ ひとり ・ 勤 学

0

0 0

00

0

0
⑳ そ の 他 控 除

0 0 8 0 0 008 0 0 0 8 00

1 8 0 0 0（ 医 療 費 控 除 ）
（ ）

00

㉑
控 除 後 の 所 得 額 3 2 1 0

令和 7 年 8 月 2
6 5 8 0

0 8 6 0 0 0

0 0 004 0

村井　嘉浩　　殿
上記のとおり、相違ありません。

宮城県知事

令和　7　年　８　月　２５　日
市町村長 ●●市長　〇〇　〇〇　※字は楷書ではっきりと書いて下さい。

ある場合 療　　育　　手　　帳　　　・・・　宮城県　第　１４０００　号　　　Ａ　　　Ｂ

6 0 0 0
氏名

備 考 所得状況     ⑫-㋩公募確認済 その他事項

0 0 6 5 36 2 8 7 0

印

記載例

学校に通っていない場合は

「在宅」又は「無職」と記載。

「有」⇔「無」の場合は、備考欄に☑した上

で理由を記入。この欄では修正しないこと。

届出日と受付日は一致させる。

手帳を取得した場合、変更が

あった場合のみ記入。

無職の場合は「無職」と記入。

勤務先が遠い場合は「通勤」または

「単身赴任」を記入する。単身赴任の

場合は別居監護申立書が必要。

扶養に⑫―㋩の該当があ

る場合は、☑印を記入。

当てはまる控除がある場合は〇印で囲い、

控除額を入力。

〈参考〉

寡婦控除：27万円

ひとり親控除：35万円

勤労学生控除：27万円

公印は省略可

控除後所得が受給資格者より高

くなっていないか確認する。

〈⑭所得額〉

給与所得又は公的年金等に係る所得がある場合

には，給与所得及び公的年金の所得の合計から

１０万円を控除した額を記入。

１１月定時払から、公金受取口座を利用開始する場合に記入。

口座情報は別途報告書を作成し、所得状況届進達時に添付すること。

・印字されている情報に変更・誤りがないか必ずご確認ください。

・修正が必要な場合は二重線を引き、余白に正しい情報を記入し、併せ

て各種変更届を提出してください。

・マイナンバーを既に提供済みの方は記載を省略できます。

当方で自動計算するため

記載は不要。

同居扶養親族のうち控 除後

所得の高い者を記 入。

世帯分離の場合がある ので

本人に確認するこ と。



                                                                                                   （裏　　面）
　注　意

１　この届は，毎年８月１２日から９月１１日までの間に出してください。この期間中に出さないと手当の支払が差し止められることがあります。
なお，本年７月以降に認定請求書を出している方は，出す必要がありません。
２　⑥の欄は，あなたと生計を同じくしている（又はあなたが養育者である場合はあなたの生計を維持している）あなたの父母，祖父母，子，孫等の直系血族と兄弟姉妹があるときに記入してください。
３　⑫の欄は，地方税法に定める控除対象配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」といいます。）の合計数を記入してください。
　　なお，地方税法に定める老人控除対象配偶者，老人扶養親族及び特定扶養親族並びに１６歳以上１９歳未満の同法に定める控除対象扶養親族があるときは，その人数を次により再掲してください。
(１)　受給者については，㋑に老人控除対象配偶者及び老人扶養親族の合計数を，㋺に特定扶養親族の数を，㋩に１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族の数を記入してください。
(２)　配偶者及び扶養義務者については，㋑に老人扶養親族の数を記入してください。
４　⑬の欄の「児童」とは，地方税法に定める扶養親族以外の者（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいいます。）又は障害の状態にある２０歳未満の者をいいます。
５　⑭の欄は，前年の所得について，都道府県民税の総所得金額，退職所得金額，山林所得金額，土地等に係る事業所得等の金額，長期・短期譲渡所得金額及び商品先物取引に係る雑所得等の金額の合計額を記入してください。
６　⑮及び⑯の欄は，前年の所得について，地方税法に定める障害者控除又は特別障害者控除を受けたときに，控除額を記入し，（　）には扶養親族等について該当する人の数を記入してください。
７　⑰の欄は，前年の所得について，地方税法に定める寡婦控除，ひとり親控除又は勤労学生控除を受けたときに，該当する項目を○で囲み，控除額を記入してください。
８　⑱の欄は，前年の所得について，地方税法に定める配偶者特別控除を受けたときに，控除額を記入してください。
９　⑳の欄は，前年の所得について，地方税法に定める雑損控除，医療費控除又は小規模企業共済等掛金控除等を受けたときに，それぞれその控除項目を（　）に記入し，当該控除額を記入してください。
10　所有している手帳等については，その交付を受けている身体障害者手帳並びに療育手帳に記載されている番号及び障害等級を記入してください。

添付書類
１　本年１月２日以後現住所地に転入された方は，⑫から⑳までの欄に記入した事項について，前の住所地の市区町村長の所得証明書を添えてください。
２　あなたが，対象児童と同居していないときは，当該児童を監護していることを明らかにすることができる書類を添えてください。
３　対象児童が身体障害者手帳や療育手帳を新たに取得した場合，またはその内容に変更があった場合は，その写しを添えてください。

◎この届について分からないことがありましたら，市役所，区役所又は町村役場の担当者によく聞いてください。


